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1999・国際高齢者年、加速する日本人の老化――高齢社会だからこそ問われる頭脳の健康
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1999年は「国際高齢者年」

　今年は国連の定めた「国際高齢者年（＝International 

Year of Older Persons）」です。そのテーマは「すべての世

代のための社会をめざして」であり、その目的は1991年の第

46回国連総会で採択された「高齢者のための国際原則」を

促進すべく、政策および実際の計画・活動をさらに具体化す

ることにあります。

　21世紀を間近に迎えようとする現在、もっとも深刻、かつ

急務とされるのは社会の高齢化であるとの認識が、国際的な

ものであることが窺い知れます。国によってその推移に多少

のバラつきこそあれ、世界中の先進各国は急速な高齢化と

いう事態に直面しています。なかでも、とりわけ深刻な状況に

あるのが日本なのです。

　統計上、総人口は年少人口（０～14歳）・生産年齢人口

（15～64歳）・老年人口（65歳以上）の３つに分類されます。

これらが日本の人口総数に占める割合は、戦前まで年少35％・

生産年齢60％・老年５％と長期間安定していましたが、戦後

この割合が次第に変化してきました。増え続けていた生産年

齢人口も1995年をピークとして減少に転じており、1997年には

老年人口が年少人口をついに上回ってしまったのです。つま

り、わが国では高齢社会がすでにはじまっているといえるでし

ょう。

　しかも、これは単なる高齢社会の幕開けに過ぎないようです。

日本の場合、老年人口は急速に伸び続けており、2015年には

全人口の25％に達するとされています。そして21世紀半ばに

は、日本人の３割以上が高齢者になると総務庁では推計して

おり、これからの日本は世界中のどんな国家もかつて経験した

なぜ、高齢社会が問題なのか？

　高齢（少子）社会はさまざまな問題をはらんでいます。労働

人口の相対的減少による、経済のペースダウンやマイナス成長。

労働力不足を外国からの移民に頼ることで生じる、社会構造

や文化形態の変化。そして民族問題等──しかし、なにより

問題なのは、老年人口の増加にともなって膨れ上がる年金や

医療費であり、今後それが国家と国民にどれだけ重くのしか

かるかは、想像もできません。

　さらに、来年からはじまる介護保険（国民ひとりあたりの

消費税額に匹敵）、介護施設や老年医療の整備、バリアフ

リー社会の実現、新しい法律や制度の構築とその運用……

といったハードとソフト両面で増大してゆく経費が、極度に

国家財政を圧迫することは容易に想像できるはずです。

  「公的年金制度は実質破綻している」という指摘も一部に

あり、しだいに減速・後退している日本経済の現実を考え併せ

ると、その先行きには大きな不安を感じざるを得ません。ある

試算によれば、このままでは、日本経済は30年ほどで年金負担

の重圧によって崩壊するともいわれています。また全世界的

にも、莫大な年金負担が世界経済・金融システムそのものに

重大な悪影響を及ぼす、との予測すらあります。

驚異的なスピードで進行する日本の高齢化

比較的高齢化がゆるやかなため社会保証制度を充

実させられる欧米と違い、高齢化が急速に進んでいる

日本では、早急に社会保証制度のシステム変換が求

められている。かつて世界が経験したことのないスピ

ードで訪れる高水準の高齢社会が、将来の日本の姿だ。
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主要国の65歳以上人口割合の統計表（総務庁調べ）

日本の将来推計人口における年齢別比率（総務庁調べ）

日本の65歳以上の人口推移（総務庁調べ）

高齢者にかかる諸費用──パンクする年金

年金財政の赤字の肥大化

が先進諸国の貯蓄をすべ

て飲み込んでしまう可能性

が高く、年金財政の赤字が

GDP比8.6％に達した時点

で、G7諸国の実質国民貯

蓄はすべてなくなってしまう。

高齢者にかかる諸費用──各々の生活費

無職世帯では家計が赤字となるため、貯金を取り崩

しながら生活を行っているのが現状。逆に収入があ

る家庭では比較的家計に余裕がみられるように、年を

重ねても働けることが、老後の安定した生活につなが

る。世帯主が65歳以上の無職世帯の実収入及び消費支出（平成９年総務庁調べ）

世帯主が65歳以上の勤労者世帯の実収入及び消費支出（平成９年総務庁調べ）

G７諸国総体の、現状が続いた場合の

GDPに占める年金財政の

赤字額の比率（出典：OECD）
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